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北陸電力株式会社｜案件概要

対象事例：北陸電力株式会社 トランジション・ボンド

◼ 企業概要 ◼ ボンド概要

発行体 北陸電力株式会社

ストラクチャリング
エージェント みずほ証券株式会社

評価機関 DNV ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社

調達予定額 200~300億円

調達予定日 2022年12月

業種 発電・販売事業

所在地 日本

事業

北陸初の電力会社である富山電灯㈱をはじめとする複数の地元資
本の電力会社が礎となり1951年に創立した電力会社。水力・火
力・原子力・太陽光を中心に2020年度時点で141か所の発電所
数、824.9万kWの出力を有す。

カーボンニュートラル戦略

要素１

• カーボンニュートラル戦略：2050年カーボンニュートラルの達成に向け、電源の脱炭素
化、送配電網の高度化、お客様・地域の脱炭素支援を掲げる。また既存設備の活用
を通じて技術・雇用を維持する等公正な移行にも配慮。

• ガバナンス：カーボンニュートラルチャレンジ推進会議に加え、重要課題となるカーボン
ニュートラル対応のため、カーボンニュートラル推進チームを新たに設置。

要素３

• エネルギー基本計画やグリーン成長戦略が目指す2030年CO2排出量46%削減(基
準年：2013年)と整合。カーボンニュートラル関連目標は、北陸電力の主要な排出ス
コープの削減へアプローチ。

• 目標達成に向けた各種取組は経産省の電力分野のロードマップと整合。

資金使途候補

• ゼロエミッション火力：石炭火力におけるバイオマス燃料の混焼拡大
• 送配電網：再エネ主力電源化を支える強靭かつスマートな基幹系統構築及び維持管理

基本指針四要素への対応

要素２

• TCFD提言やIEA、IPCC等の気候シナリオに基づき、1.5度シナリオを含む複数シナリ
オでの想定のもと、環境(気候変動)を含むESGに関する取組を経営計画等に反映。

• 北陸電力グループの環境への主要な取組として、2050年カーボンニュートラルへの挑
戦を掲げ、資金使途を含む具体的な取り組みを掲げる。

要素４

• 2019年度~2030年度の累積キャッシュフローとして、脱炭素関連を含む成長投資
(2,000億円以上)、発電・流通設備の維持・更新や原子力再稼働に向けた安全対
策等を含む投資(8,000億円程度)を公表。

• 資金使途候補は、北陸電力のカーボンニュートラル戦略・関連目標の達成に整合する
プロジェクトであり、重要な成果とインパクトが期待される。

令和4年度温暖化対策促進事業費補助金

2030年 2050年度
カーボン
ニュートラル

• CO2排出量 ：▲50％（2013年度比、小売りベース）
• 非化石電源比率：50％以上
• 再エネ開発量 ：+100万kW以上（2018年度比）

カーボンニュートラル関連目標
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科学的根拠のある目標と経路（要素３）

北陸電力 2050年
カーボンニュートラル

に向けた具体的な取組

令和4年度温暖化対策促進事業費補助金

経産省
資源エネルギー庁
電力分野の
トランジション・
ロードマップ

• 北陸電力のCO2削減目標「2030年度時点
でのCO2排出量▲50％以上（2013年度

対比）」は、温対法に基づき算出される調
整後CO2排出量を削減対象としており、
Scope1、2、3の過半をカバー。

• 同目標は、パリ協定に整合する1.5℃シナリ
オを参照しており、エネルギー基本計画、グ
リーン成長戦略等の2030年CO2排出量
▲46%とも整合的。

• 北陸電力のロードマップ等に示された各種取
組みは、IEA、IPCCを参照して策定された電

力分野のトランジション・ロードマップに整
合しており、直接・間接的にパリ協定に整合
する1.5℃シナリオと整合している北陸電力
のカーボンニュートラル戦略は、同シナリオの
達成に向けた科学的根拠を有する。

ポイント

• アンモニア混焼・専焼
• 水素混焼・専焼
• バイオマス混焼

• ccus
• 火力電源の休廃止

• 再エネ・原子力

• 送配電網の強化・高度化
• DR・電化の推進
• 蓄電池・揚水分散型エネルギーリソース

電力分野ロードマップと整合、網羅する取組
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補助金審査委員会｜結果概要

対象事例：北陸電力株式会社 トランジション・ボンド

令和4年度温暖化対策促進事業費補助金

審査結果：承認
クライメート・イノベーション・ファイナンス推進事業の補助金事例として承認

本資料は、トランジション・ファイナンスによる我が国の 2050 年カーボンニュートラルとパリ協定の実現への寄与に焦点を当てて行うものであり、トランジション・ファイナンスの金融商品としてのリスクについては、一
切評価の対象としていません。本事業のモデル事例であっても、通常のファイナンスと同様、信用リスク及びその他のリスク（債券の場合は価格変動リスク、流動性リスク等）は存在することに留意が必要です。

主なご意見

ト
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シ
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略

• 電力会社のトランジション期の取組として標準的
なものであり、適切といえる。

• 脱炭素化に向けて原子力の活用が戦略に含ま
れている点は納得性があるが、原子力が再稼働
できない場合の代替策も提示されることを期待
する。

• バイオマス発電の燃料についてCoC認証が取得
されていることは評価される。今後は使用段階ま
で含めて認証を取得されることが望ましい。

• 現時点では情報が少ないが、バイオマス燃料は
製造時の環境負荷や健康被害が投資家をはじ
めとして社会的に大きな関心を集めており、今後
これらについて検討していく必要がある。

他
の
要
素
・
そ
の
他

• 送配電設備の増強を資金使途とする場合、全
体としてグリーン電力が増加することを今後示し
ていただきたい。


